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事務事業名 介護相談員派遣事業

会計区分 事業類型 一般一般会計
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事業番号 136

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート
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要要要要

担当部

直接実施・

運営

100 委託

平成１３年度 ～事業期間

総合計画

分野別計画

予算区分

健全な介護保険制度を運営する

2

長寿介護課

介護保険係

24

平成３０年度以降

高齢者福祉

担当課

2

保健福祉

　介護保険サービス利用者がより良いサービスを受けられるよう、介護サービスを提供する

事業者における介護サービスの質の向上を図る。

　公募による介護相談員（定員8名）が、ローテーションを組み、各施設等を月１回程度訪問

し、利用者の悩みなどを聞き取り、利用者の介護サービスに対する理解の促進を図るととも

に、事業者には直接言えない不安・不満などについて必要な場合は、事業者に提言として

報告する。

　職員は、月１回定例の介護相談員全員を集めた連絡会を開き、活動（事業所訪問）の日程

調整、受入先事業所への調整・連絡、活動状況報告書及び介護相談員だよりの取りまと

め、受入先事業所への発送や、事業、制度の啓発を行っています。

助成 0

3

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

介護相談員派遣等事業実施要綱（平成１８年５月２４日厚生労働省老健局計画課長通知）
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4,665

3,899
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費用合計

4,134 3,368

0

3,899

83.5

受益者負担

費

用

直接経費

正職員

国・県支出金

対前年比

その他財源

4,665

0

一般財源

Ｈ21決算額

め、受入先事業所への発送や、事業、制度の啓発を行っています。

※直接経費の内訳

（相談員謝礼3,612千円／旅費438千円／消耗品費16千円／保険料48千円／負担金256千

円）

無

人件費

従事者数

人件費

0.10

（手段）

従事者数

Ｈ23決算額
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財

源

その他職員

3,816

Ｈ22決算額

0.100.10
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0.10
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年年年年

介護相談員の受入れに対して積極的ではない事業所も少なくないため、相談員を受

事業番号
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績績績績

H22

531

530

0

H23

33

509

566

37

人

派遣施設数

0

施設派遣延べ人数

成果指標名

利用者からの苦情件数

事業の

達成状況

活動指標名 H22

3333 30

H24H23

136

箇所

531

30

530

30

H21

0

0

件

派遣延べ人数は、インフルエンザの影響で派遣を控えたケースもあることから、前年

実績を下回った。

利用者の声をサービス提供事業所に伝え、改善が図られていることから、目的は達

成されています。継続して実施していくことで本来の成果が表れるものであることか

ら、継続的な活動を行う。

566

0

H24

相談員の活動や実績をPRし、活動への理解を深めてもらう。

年年年年
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実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

介護相談員の受入れに対して積極的ではない事業所も少なくないため、相談員を受

け入れている事業所にとって、いかに効果的であるか研究していかなければならな

い。

介護サービスの質の向上を図ることは、保険者（市）の責務であり、行政が公平、中

立な立場で民間事業者に介護相談員を派遣する必要があります。利用者の生の声を

聞き、事業者に改善意見を伝えるという活動内容は、目的を達成する手段として有効

であり、今後も継続して実施していく必要がある。

方向性の判定 現状維持

改善案等

事業を縮小・
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影響
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一次評価のとおり。現状維持
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判定理由

介護サービスの質の向上が停滞する恐れがあります。


